
第１１号議案 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴

う関係条例の整理に関する条例の制定について 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関

係条例の整理に関する条例を、次のように制定するものとする。 

 

平成２７年２月２５日提出 

 

蒲郡市長  稲 葉 正 吉 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴

う関係条例の整理に関する条例 

 

別紙のとおり 

 

提案理由 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正に伴い、所要の改正を行うため

提案する。 



地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴

う関係条例の整理に関する条例 

 

（蒲郡市議会委員会条例の一部改正） 

第１条 蒲郡市議会委員会条例（昭和４２年蒲郡市条例第１５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２１条中「教育委員会の委員長」を「教育委員会の教育長」に改める。 

（蒲郡市職員定数条例の一部改正） 

第２条 蒲郡市職員定数条例（昭和３７年蒲郡市条例第１８号）の一部を次のよう

に改正する。 

第１条中「第２１条」を「第１９条」に改める。 

（蒲郡市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正） 

第３条 蒲郡市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭

和２９年蒲郡市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中 

「                                  を 

教育委員会委員長 月額 ５５，０００円 

教育委員会委員（教育長を兼ねる委

員を除く。） 
月額 ４６，０００円 

」 

「                                  に 

教育委員会委員 月額 ４６，０００円 

」 

改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に在職する教育長（地方教育行政の組織及び運営に関す



る法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第７６号。以下「改正法」という。）

による改正前の地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１

６２号）第１６条第１項の教育委員会の教育長をいう。以下同じ。）が改正法附則

第２条第１項の規定により引き続き教育長として在職する間（次項及び第４項に

おいて「在任特例期間」という。）については、第１条の規定による改正後の蒲郡

市議会委員会条例第２１条の規定は適用せず、第１条の規定による改正前の蒲郡

市議会委員会条例第２１条の規定は、なおその効力を有する。 

３ この条例の施行の際現に在職する教育長の在任特例期間については、第２条の

規定による改正後の蒲郡市職員定数条例第１条の規定は適用せず、第２条の規定

による改正前の蒲郡市職員定数条例第１条の規定は、なおその効力を有する。 

４ この条例の施行の際現に在職する教育長の在任特例期間については、第３条の

規定による改正後の蒲郡市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関

する条例別表第１の規定は適用せず、第３条の規定による改正前の蒲郡市特別職

の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例別表第１の規定は、なお

その効力を有する。 

 


